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第112回定例研究会資料 

燃料電池の実用化・普及に向けた取組みの現状 

資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部政策課 

燃料電池グループ 
 

 

 

 

 

燃料電池の意義

５大ポイント

環境負荷低減効果

　　　　高効率
　　（省エネルギー効果）

新規産業・雇用の創出

産業競争力の強化

エネルギー供給源の多様化

　 　電源の分散化

CO2削減
NOx，SOx，PMゼロ

燃料電池の意義

燃料電池自動車　効率48%程度
定置用燃料電池　効率80%以上（排熱利用含む）

石油はもとより、天然ガス・
石炭・太陽光・風力・バイオ
マス等から水素を製造

自動車、電気機器、素材、
化学、石油、ガス、電力等
幅広い産業に関係

送電損失低減
災害時バックアップ

21世紀は、環境の世紀であり、
環境技術力の差が競争力の源泉 2

燃料電池とは

定置用燃料電池定置用燃料電池 燃料電池自動車燃料電池自動車

携帯用燃料電池携帯用燃料電池

高温形燃料電池高温形燃料電池

家庭用分散エネルギー 環境に優しい究極の車

長時間使用可能な
　　　　革新的電源

燃料電池

　
　

　
　

空気
（酸素）

水

水素

電解質膜

化学
反応

発電効率が高い事業所
向け革新的エネルギー源
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2030年に向け実現が期待される燃料電池/水素エネルギー社会

運輸部門については、

－ 多くの燃料電池自動車の普及により、排気ガスやエンジンによる騒音が低減

し、道路沿いの環境が向上する。

－ 水素ステーションが全国に普及し、自動車部門のエネルギー需要の一定割合

が水素によって賄われることにより、運輸部門のエネルギー効率が向上し、石
油依存度が低減する。

家庭・業務部門については、

－ 定置用の燃料電池の普及により、排熱が十分に有効利用出来る場合には、

電気と熱が高効率に供給される分散型エネルギーシステムが構築される。

－ 地域で、電気や熱を相互に融通することにより、効率を更に向上させるエネル

ギーモデルが創造される。

－ 工業地域など副生水素が近くで得られるエリアでは、パイプラインによる水素

の効率的な輸送が行われる。

3

7

４．社会的課題４．社会的課題

水素エネルギー社会の実現に向けた課題 （２）

３．水素インフラの整備３．水素インフラの整備

・ 水素ステーションの実証試験等を

通じた、様々な水素供給ルートの

比較、評価

・ 技術開発状況等を踏まえ、燃料電

池の普及の速度と合わせた、イン

フラの段階的、計画的な整備

・ 専門家の育成（人材不足への対応）

・ 水素・燃料電池の理解促進（社会的受容性の拡大）

燃料電池自動車の総合効率（燃料効率×車両効率）

（注） HV ：ハイブリッド自動車 (Hybrid Vehicle)

FCV ：燃料電池自動車 (Fuel Cell Vehicle)

FCHV ：燃料電池ハイブリッド自動車 (Fuel Cell Hybrid Vehicle)

０ １０ ２０ ３０ ４０

総合効率(%) （＝燃料効率×車両効率）

８８

８８

１６

３７

５８

３８

５０

７０ ６０

ガソリン車

ガソリン
ＨＶ

高圧水素
ＦＣＶ

高圧水素
ＦＣＨＶ

ＦＣＨＶ
（目標）

１４％

２２％

３２％

２９％
ＨＶ制御あり

燃料効率
(%)

車両効率
(%)

４２％

（トヨタ自動車資料より）
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（１）固体高分子形燃料電池システム技術開発　（５１．１億円→４１．５億円）
　燃料電池を構成する各要素技術、素材技術等の開発及びシステム化技術、量産化技術、低ｺｽﾄ化技術等の開発

（２）水素安全利用等基盤技術開発　（４５．５億円→６３．５億円）
　水素の安全性の検証に必要なデータの取得等安全技術の確立及び水素燃料インフラに必要な圧縮機等の関連機器の開発

（３）固体高分子形燃料電池システム実証等研究　（３８．６億円→３０．０億円）
　燃料供給ステーションの実証を含む燃料電池自動車の公道走行試験、定置用燃料電池コージェネレーションシステムの
実使用条件下での運転試験など

（４）固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業 （３８．７億円→２４．０億円）
　評価試験を通じた各種データの収集、評価試験方法の確立、基準・標準案の提案など（ミレニアムプロジェクト）
　　　　　

（５）燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発　（１９．５億円→１９．８億円）
　蓄電池の中で最も高いエネルギー効率を持つ高出力・長寿命のリチウム電池の開発。

（６）携帯用燃料電池技術開発　（２．２億円→７．８億円）
　携帯用燃料電池について数年後の実用化を目指した技術開発、基準標準に係る技術開発

（７）固体酸化物形燃料電池システム技術開発【新規】　（ ０ →１６．０億円）
　固体酸化物燃料電池コジェネレーションシステムの実用化を目指した研究開発及び実証研究

平成１６年度予算額は､３２９億円(平成１５年度予算額３０７億円)

【主な予算】

平成１６年度燃料電池関連予算の概要
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燃料電池技術の開発

（固体高分子形燃料電池の場合）

10

　具体的目標を掲げ、技術開発を戦略的に進める。

2005 2010 2020 2030導入期 普及期 本格普及期

耐久性

経済性

効率

【自動車用】
　3千時間 5千時間
　3万回起動停止 6万回

【定置用】
　～4万時間 9万時間

【自動車用】
　数百万円/kW(スタックコスト) 4,000円/kW

【定置用】
　数百万円(システム価格) 40万円

【自動車用】
　50%（車両効率） 60%

【定置用】
　32%（システム発電効率） 40%

2005 2010 2020 2030導入期 普及期 本格普及期

水素関連技術の開発
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水素輸送
・
貯蔵

水素製造
［副生水素の利用］（製鉄所、ソーダ工場等）
［化石燃料からの改質］（天然ガス、石油等）
［水の電気分解］

［高圧水素タンク］
350気圧 700気圧

【水素の価格目標】
　 450円/kg (40円/Nm3)

再生可能エネルギーを利用した水素製造

【水素車載量の目標】
　3kg 4.5kg 5kg 　　　　　　　　　　7kg

（現行技術では、水素1kgで燃料電池自動車が約100km走行可能）

［液体水素］

［水素貯蔵材料］
2.2wt% 4wt% 6wt%

石炭・原子力による水素製造

改　質

水電解

水素ステーション

燃料電池への水素供給ルート　(1) 自動車の場合燃料電池への水素供給ルート　(1) 自動車の場合

　　化石燃料
（天然ガス、LPガス、
石油、石炭）

原子力
（深夜電力の活用等
　＝負荷平準化）

副生水素

自然エネルギー

　改質の際、CO2を排出するが、燃料電池自動

車は総合効率が高いため、CO2排出量は、ガ

ソリン車の1/3程度となることが見込まれる。

評　価

　水素製造時にCO2を排出しない。

　追加的にCO2を排出しないが、すでに副生水

素を熱源等として使用している場合は、これを

補うためにエネルギーが必要となる。

FCV 

電気

水の熱分解

発電

発電

水素

水素

　水素製造時にCO2を排出しない。

（注）原子力による水の熱分解は、技術・経済

性など課題も多く、将来のオプションの一つで

ある。

（製鉄所のコークス
炉、か性ソーダ工場等
の副産物）

H2

供給源
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千住水素ステーション
（ＬＰガス改質型）

有明水素ステーション
（製鉄所副生水素・液体水素貯蔵型）

横浜・大黒水素ステーション
（脱硫ガソリン改質型）

横浜・旭水素ステーション
（ナフサ改質型）

秦野水素ステーション
（灯油改質型）

相模原水素ステーション
（水電解型）

青梅水素ステーション
（天然ガス改質型）

経済産業省内移動式水素ステーション
（高圧水素貯蔵型）

ベース基地

水素ステーションの実証試験の推進

横浜・鶴見水素ステーション
（ソーダ工場副生水素・高圧水素貯蔵型）

13

異なる燃料・方式による水素ステーションの実証試験を通じて、効率や技術課
題等、今後の水素インフラ整備に必要な知見を蓄積していく。

川崎水素ステーション
（メタノール改質）

愛知万博会場水素ステーション
（天然ガス改質型

＋
製鉄所副生水素・高圧水素貯蔵型）
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実証試験内容：○様々な環境下のおける燃料電池コージェネレーションシステムの運転試験
○家庭用燃料電池の系統連結時の影響評価試験　　　　

中津川市

愛媛県越智郡菊間町

つくば市

苫小牧市

長岡市

広島市

港区、品川区、世田谷、中野区

静岡市

大阪市

宮城県黒川郡富谷町

秋田県男鹿市

金沢市

名古屋市

福岡県筑紫野市

奈良県桜井市

福岡市

さいたま市

川崎市

石狩市

札幌市

室蘭市

富山市

新潟市

設置状況（大阪）
設置状況（名古屋）

定置用燃料電池実証試験

Ｈ１４ＦＹ Ｈ１６ＦＹＨ１５ＦＹ

全国１２か所での運転

全国３１か所での運転

＜設置・運転試験者＞　　＜システム提供者＞

日本ガス協会：１０サイト
東京電力
北海道電力
北陸電力
関西電力
中国電力
九州電力
関電工
ユアテック
出光興産
ジャパンエナジー
太陽石油
シナネン
積水化学工業
荏原製作所
エヌ・ティ・ティ・データ
常磐商事
松村物産
生活価値創造住宅開発技術研究組合
新潟県
岐阜県
室蘭テクノセンター

石川島播磨重工業
荏原製作所
栗田工業
三洋電機
新日本石油
東芝インターナショナルフュエルセルズ
トヨタ自動車
日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューション
丸紅
松下電器産業
三菱重工業

［補助］

経済産業省

財団法人新エネルギー財団
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規制の再点検項目の例

○燃料電池自動車関連 ○水素インフラ関連

水素供給ステーション設置に関する保安距離
の見直し（「高圧ガス保安法」）

水素燃料用容器バルブの耐圧試験基準が、
諸外国に比べて厳しいので、試験圧力の見
直し（「高圧ガス保安法」）

・国際規格案
・圧縮天然ガ
ス自動車用基
準

一般工業用
バルブ用基準

３／２倍
５／３倍

耐
圧
試
験
圧
力

充填圧力

充填圧力

水素燃料電池自動車
に搭載したバルブ

緩和

H2
第2種保安物件

(民家等)

第1種保安物件
(学校、病院等)

火気取扱施設

火気取扱施設

敷地境界

8ｍ

11.3ｍ

17ｍ

4ｍ

6ｍ

〔水素供給スタンド〕

〔圧縮天然ガス(CNG)スタンド(＊)〕

ディスペンサーからの距離

ディスペンサーからの距離

＊：製造施設の外部から
CNGの供給を受ける場合

19

完了
2004.3

○適切な分散型エネルギーを導入することにより、①停電などの供給途絶リスクの低

減、②需要家の選択肢の拡大と低廉なエネルギー供給、③環境負荷改善と省資源

効果、等が期待できる。

○その際には、機器の価格性能比の向上に加え、以下の課題に留意することが重要。

・ 分散型エネルギーが系統連系した場合の電力品質への影響

・ 需要家のエネルギー利用形態と、機器の出力特性（電気・熱）のミスマッチ

○このため、以下について検討すべきではないか。

・ 分散型エネルギーの系統連系に関する公平・公正なルールの早期整備（技術面、

競争政策面）。

・ 例えばマイクログリッドなど、分散型電源の出力や需要負荷を適切に制御するシステ

ム技術の検証とコスト評価。

・ 燃料電池などエネルギー・環境政策面で優れた分散型エネルギーの普及促進。

分散型エネルギーとしての燃料電池普及に向けた取組み
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新日鐵室蘭

ＮＫＫ福山新日鐵八幡／三井鉱山

新日鐵大分住金和歌山

中山製綱

新日鐵名古屋

三菱化成坂出 ＮＫＫ川崎
新日鐵君津

川鉄千葉

住金鹿島

コークス炉

塩電解工業

石油産業

神鋼加古川

川鉄水島

新日鐵室蘭

ＮＫＫ福山新日鐵八幡／三井鉱山

新日鐵大分住金和歌山

中山製綱

新日鐵名古屋

三菱化学坂出 ＮＫＫ川崎
新日鐵君津

川鉄千葉

住金鹿島

コークス炉

塩電解工業

石油産業

神鋼加古川

川鉄水島

注：1．コークス炉水素のうちの60%を供給可能量とした。
　　 2．苛性ソーダ生産量からの計算値から、外販水素を除いた量。
　　 3．設備余剰能力からの生産量。
　　 4．実際の供給可能量は、既存のインフラ、市場などで異なる。
　　 5．我が国の外販水素量（2001年）は約1.2万ｔ。（出典：日本産業ガス協会）　

　

出典：WE-NET（ﾀｽｸ１）平成12年度報
告書による。

国内にある製鉄所、ソーダ工場、製油所等から得られる副生水素は、いわば「国産

資源」。需要地の付近に豊富に存在する副生水素は、当面の需要を十分賄うこと

ができるので、最大限に活用することが重要。

水素ガス量
（万ｔ／年）

コークス炉ガス精製水素 78.9 47.3 1)
塩電解水素 12.1 11.0 2)
石油業界水素 121.0 24.1 3)

合計 212.0 82.4

供給可能量
（万ｔ／年）

副生水素の供給ポテンシャル（試算）

現在の副生水素の供給可能量
は、2020年において導入が期待

される燃料電池自動車500万台

への水素需要量（約58万ｔ）を、

賄うことが可能。

16

－ 102 －


